
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 次命を守る高崎市行動計画 
 

令和 6(2024) 年度～令和 10 (2028) 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６（2023）年３月 

高 崎 市 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



はじめに 

 

平成１８年に施行された自殺対策基本法に基づ

き、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実

現」を基本理念として、これまで国をあげて総合

的な自殺対策の取り組みが推進されてきました。 

しかし、わが国の自殺者数は、依然として年間

２万人を超え、高崎市においても年間約７０人前

後の方が自殺により亡くなられており、深刻な状

況が続いております。 

高崎市では、平成２８年の法改正により市町村

における自殺対策計画の策定が義務付けられたこ

とに伴い、平成３１年に「命を守る高崎市行動計画」を策定し、地域におけるネット

ワークの強化や、市民への周知・啓発、見守り支援者の育成、生きることの促進要因

への支援を基本施策として、関係機関との連携のもと自殺対策に取り組んでまいりま

した。 

前期計画の平成３１年（令和元年）度から令和５年度においては、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大等による影響で社会・経済状況が大きく変化し、自殺の要因と

なる様々な問題が悪化しました。そこで国から、令和４年１０月に新たな自殺総合対

策大綱が示され、子ども・若者の自殺対策や、女性に対する支援の強化等、総合的な

施策の更なる推進・強化が求められています。 

このたび、高崎市では、これまで市民の皆様、関係者の皆様にご尽力いただいた取

り組みを振り返って現状と課題を整理し、施策の見直しを行い、令和６年度から令和

１０年度のまでの５か年を計画期間とする「第２次命を守る高崎市行動計画」を策定

いたしました。 

市民の皆様をはじめ、保健・医療・福祉・教育・労働、その他の関係機関・関係団

体の皆様とともにこの計画に掲げる取り組みを推進してまいりますので、今後もご理

解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、本計画の策定にあたり、多大なご協力を賜りました高崎地域自殺対策ネッ

トワーク会議や高崎市障害者支援協議会の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見やご提

言をお寄せくださいました市民の皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

 

 

令和６年３月 

高崎市長 富 岡 賢 治 
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Ⅰ 計画策定・見直しの趣旨等                   

Ⅰ－１ 計画策定・見直しの趣旨 

 平成１８年に施行された「自殺対策基本法」により、かつて「個人の問題」と認識さ

れがちであった自殺について、広く「社会全体の問題である」と認識されるようにな

り、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指して、国を挙げた総合的

な自殺対策の取り組みが行われてきました。また、平成２８年にこの法律が改正され

たことに伴い、すべての都道府県及び市町村が自殺対策計画を策定することになり、

高崎市では、平成３１年に「命を守る高崎市行動計画」を策定しました。 

法律の施行後、平成１０年から高止まり状態が続いていた全国の自殺者数は、図１

のとおり、平成２２年から減少傾向を示し、平成２４年には３万人を切りました。そ

の後、減少傾向が続いていましたが、令和元年からの新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響等で、自殺の要因となり得る様々な問題が悪化したことなどにより、令

和２年は、１１年ぶりに前年を上回りました。特に女性の自殺者数が増加し、小中高

生の自殺者数は過去最多の水準となるなど、依然として深刻な状況が続いています。

政府が推進すべき自殺対策の指針である「自殺総合対策大綱」が、令和４年１０月に

見直され、新たな取り組みとして「新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた

対策の推進」が盛り込まれました。 

高崎市の自殺者数は、平成２７年以降、減少傾向にありましたが、コロナ禍の令和

元年と令和３年は前年を上回る状況となり、年間約７０人前後の方が自殺により亡く

なっています。 

自殺は、その多くが追いまれた末の死であり、背景には、こころの問題だけでなく、

過労、多重債務、子育ての不安や介護疲れ、いじめや社会的孤立など、図２のとおり、

様々な社会的要因があることが知られています。このため、自殺対策は、社会におけ

る「生きることの阻害要因（自殺のリスクとなる要因）」を減らし、「生きることの促

進要因（自殺に対する保護要因）」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低

下させる方向で、総合的に推進することが求められています。 

このたび、計画期間が満了したことを受け、高崎市の実態や「自殺総合対策大綱」

で国が示した基本方針を踏まえ、「第２次命を守る高崎市行動計画」を策定しました。

保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策と連携・協力を強化し、より効果的

で総合的な自殺対策を推進するため、全庁をあげて取り組みを推進していきます。 
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図１：日本の自殺者数の推移（自殺統計）令和４年版「自殺対策白書」第１-１図より

抜粋（警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 
「地域自殺対策計画」策定・見直しの手引き」図１自殺の危機要因イメージ図より抜

粋（令和５年６月厚生労働省作成） 
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Ⅰ－２ 計画の位置付け 

本計画は、「自殺対策基本法」第１３条第２項に定める「市町村自殺対策計画」であ

り、同法の基本理念や、「自殺総合対策大綱」の基本認識・基本方針を踏まえ、総合的

な自殺対策の推進を図るために策定するものです。 

高崎市の上位計画である「高崎市第６次総合計画」や保健・福祉分野等の各種計画

との整合性を持たせ、推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺対策基本法 
自殺総合対策大綱 

国 

高崎市第６次総合計画 

整合 

自殺対策基本法 第１３条第２項 

市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情

を勘案して、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画(次条

において「市町村自殺対策計画」という。)を定めるものとする。 

整合 

【本計画】 

命を守る 

高崎市 

行動計画 

●健康増進計画 
●子ども・子育て支援事業計画 
●障害者福祉計画 
●高齢者あんしんプラン 
   その他の関連計画等 

 
 

第４次群馬県自殺

総合対策行動計画 

－自殺対策アクシ

ョンプラン－ 

群馬県 

整合 

地域福祉計画 

高崎市 
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Ⅰ－３ 計画の期間 

  令和６年度から令和１０年度までの５か年計画とします。 

 社会情勢の著しい変化及び施策の効果に対する評価を踏まえ、計画の進捗状況等か

ら見直しが必要と判断される場合には、適宜計画の見直しを行います。 

 

 
令和 

３年 

令和 

４年 

令和 

５年 
令和 

６年 
令和 

７年 
令和 

８年 
令和 

９年 
令和 

１０年 

総合計画 第６次計画 

地域福祉計画 第３次計画 第４次計画 

命を守る高崎市

行動計画 
第１次計画 【本計画】第２次計画  

健康増進計画 第２次計画 第３次計画 

子ども・子育て

支援事業計画 
第２期計画 第３期計画 

障害者福祉計画 第６次計画 第７次計画 

高齢者あんしん

プラン 
第８期計画 第９期計画 第１０期計画 
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Ⅱ 高崎市における自殺の現状                   

Ⅱ-１ 自殺関連統計 

（１）高崎市の自殺者数の推移 

平成３０年まで４年連続減少となっていましたが、令和元年以降は増減を繰り返し

ています。男女比については、女性の自殺者数が増加傾向にあり、令和４年は男女比

が３対２となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自殺死亡率の推移 

自殺死亡率とは、人口１０万人当たりの自殺者数を表した数値です。群馬県は全

国よりも高い傾向が続いています。高崎市は、令和２年から令和３年にかけて上昇

しましたが、令和４年に低下し、群馬県と同程度となっています。 
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（３）性別の自殺死亡率の推移 

高崎市の男性の自殺死亡率は、令和３年に全国・群馬県よりも高い値となりまし

たが、令和４年は２２.５に低下し、全国や群馬県より低い値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高崎市の女性の自殺死亡率は、令和３年から上昇傾向にあり、令和４年は１４.８で

した。２年連続で全国・群馬県より高い値となっています。 
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（４）高崎市の性別の年代別自殺者数の推移 

男性の自殺者数は、令和３年から令和４年にかけて２０歳代～４０歳代で減少し、

５０歳代は横ばいとなりました。一方、６０歳以上は前年より増加し、８０歳以上は

２年連続で増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の自殺者数は、令和３年から令和４年にかけて２０歳未満～３０歳代、６０歳

代で減少しました。一方、４０歳代、５０歳代、７０歳代、８０歳以上で増加してい

ます。 
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（５）年代別自殺者構成比 

 高崎市は、全国・群馬県と比べて２０歳代の割合が高く、５０歳代、６０歳代の割

合が低くなっていますが、その他はほぼ同様の割合になっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）高崎市の年代別自殺者構成比の推移 

高崎市は、平成３０年までは２０歳代以下の割合が増加傾向にありましたが、令

和４年は、１１.６％でした。一方、６０歳以上の割合が増加し、４７.８％となって

います。 
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n=319 

n=1815 

n=104092 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
※全国・群馬県・高崎市に表記されている「ｎ」の

数字は平成 30 年～令和 4 年の自殺者数の合計値。 
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（７）同居人の有無別自殺者構成比 

高崎市は、全国・群馬県と比べて同居人がいる人の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）職業別自殺者構成比 

 高崎市は、「有職者」、「年金・雇用保険等生活者」、「その他の無職者」、の順に割合

が高くなっています。全国・群馬県に比べ「学生・生徒等」の割合が６.０％と高く、

「主婦」は低くなっています。 
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（９）原因・動機別自殺者構成比 

 自殺者を原因・動機別に見ると、「健康問題」の割合が最も高く、次いで「経済・生

活問題」が高くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）高崎市の性別の原因・動機別自殺者構成比 

 高崎市の男性は、令和４年は、「健康問題」と「経済・生活問題」の割合が高く、「健

康問題」は２年連続で増加しています。 
 

 

 

 

 

 

 

  

12.7 

12.5 

11.7 

38.9 

46.5 

46.5 

13.2 

12.2 

12.7 

7.9 

6.3 

6.1 

2.8 

2.7 

2.2 

1.5 

1.6 

2.7 

4.7 

5.8 

4.9 

18.3 

12.4 

13.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

群馬県

高崎市

原因・動機別自殺者構成比（平成30年～令和4年）

家庭問題 健康問題 経済・生活問題

勤務問題 交際問題 学校問題

その他 不詳

n=411

n=2304

n=135628

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

0.0

20.0

40.0

60.0

高崎市の男性の原因・動機別自殺者構成比の推移

（平成30年～令和4年）

H30 R1 R2 R3 R4

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（％）

※上記グラフにおける全国・群馬県・高崎市に表記されている「ｎ」は平成３０年～令

和４年までの自殺者の原因・動機数（複数分類あり）の合計値を示す。 

原因・動機別の第１位は健康問題となっているが、自殺の多くは多様かつ複合的な原因

及び背景を有しており、様々な要因が連鎖する中で起きていることに留意。 
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高崎市の女性は、令和３年から令和４にかけて「家庭問題」、「経済・生活問題」、「勤

務問題」が増加し、令和４年は、「健康問題」、「家庭問題」の割合が高くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）自殺未遂歴の有無別自殺者構成比 

高崎市は、未遂歴「あり」の割合が、全国に比べて低く、群馬県に比べて高くなっ

ています。 
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80.0

高崎市の女性の原因・動機別自殺者構成比の推移

（平成30年～令和4年）

H30 R1 R2 R3 R4

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（％）

29.1 

21.9 

24.1 

56.2 

73.7 

73.0 

14.7 

4.5 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

群馬県

高崎市

自殺未遂歴の有無別構成比（平成30年～令和4年）

あり なし 不詳

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

※全国・群馬県・高崎市に表記されてい

る「ｎ」の数字は平成30年～令和4年の

自殺者数の合計値。

n=319

n=1815

n=104092



12 
 

（１２）全国の児童・生徒等の自殺者数の推移 

 全国の小中高生の自殺者数は、増加傾向にあります。この図では令和３年までの統

計が示されていますが、令和４年の児童生徒の自殺者数は５１４人で過去最多となっ

ています。このうち、高校生が自殺者数の６８.９％を占めて最も多くなっています。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：小・中・高生の自殺者数の推移 「自殺総合対策大綱」のポイント 

（参考）資料より抜粋（警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成）  

 

全国・群馬県における児童・生徒等の自殺者数の内訳をみると、全国では、大学生

が最も多く、群馬県は、高校生と大学生の自殺者数が同数となっています。 
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※高崎市のみのデータについては、公表不可の数値であるため掲載していないが、傾向は群馬県と同様。 
資料：「地域自殺実態プロファイル２０２２」子ども・若者関連資料 児童・生徒等の内訳（２０１７～２

０２１年合計）＜特別集計（自殺日・住居地）＞ 警察庁自殺統計原票データを厚生労働省（自殺対策推

進室）にて特別集計 

（人） 

高校生 

中学生 

小学生 

小中高生 
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Ⅱ-２ 地域自殺実態プロファイルからみた特徴 

「地域自殺実態プロファイル」は、厚生労働大臣指定法人いのち支える自殺対策推

進センターが警察庁の自殺統計データを集計し、地域の自殺実態の把握と事業計画等

への反映を目指して、各自治体に提供しているものです。 

「地域自殺実態プロファイル２０２２」では、４つの属性（性別、年代、職業、同

居の有無）をもとにクロス集計を行った結果、高崎市において自殺で亡くなる人の割

合が高い特性上位５区分は、下表のとおりと示されました。 
加えて、地域の特性を踏まえて優先的に取り組むことが推奨される対象群が「重点

パッケージ」として示されています。上記のうち上位３区分をもとに、「背景にある主

な自殺の危機経路」をふまえて決定されているもので、高崎市は、「高齢者」、「生活困

窮者」、「勤務・経営」の３つとなっています。 

 
【地域の主な自殺者の特徴】 

自殺者の特性 
上位５分 

自殺者数 

５年計※１ 
割合 

自殺死亡率 
（１０万対） 

背景にある主な自殺の 

危機経路※２ 

１位 男性４０～５９歳 
有職同居 

３５ １１.１% １７.３ 

配置転換→過労→職場の
人間関係の悩み＋仕事の
失敗 
→うつ状態→自殺 

２位 男性６０歳以上 
無職同居 

３４ １０.８% ２６.８ 
失業（退職）→生活苦＋
介護の悩み（疲れ）＋身
体疾患→自殺 

３位 女性６０歳以上 
無職同居 

２６ ８.３% １２.５ 身体疾患→病苦→うつ状
態→自殺 

４位 男性６０歳以上 
無職独居 

２２ ７.０% ８５.０ 
失業（退職）＋死別・離
別→うつ状態→将来生活
への悲観→自殺 

５位 男性２０～３９歳 
有職同居 ２２ ７.０% １８.８ 

職場の人間関係／仕事の
悩み(ブラック企業)→パ
ワハラ＋過労→うつ状態
→自殺 

 

※１「自殺者数５年計」とは、２０１７～２０２１年（平成２９年～令和３年）の自殺者数の合
計（厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（自殺日・居住地）より集計）。 
高崎市では、３１４人（うち男性２１７人、女性１００人） 

※２「背景にある主な自殺の危機経路」は、ＮＰＯ法人ライフリンク「自殺実態白書２０１３」
を参考に推定したもの。自殺者の特性別にみて代表的と考えられる経路の一例を示してお
り、記載の経路が唯一のものでないことに留意。 
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【参考１：自殺の危機経路(自殺に至るプロセス)】 

 

 下図は、ＮＰＯ法人ライフリンクが行った自殺の実態調査から見えてきた「自殺の

危機経路（自殺に至るプロセス）」です。自殺で亡くなった人は、平均して４つの悩み

や課題「危機要因」を抱え、それらが連鎖して自殺に追い込まれていったことがわか

っています。図の中の丸の大きさは、その要因が抱えていた頻度が高いこと、矢印の

太さは、要因と要因の連鎖の関係の強さを表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４：自殺の危機経路（自殺に至るプロセス）「自殺実態白書２０１３」より抜粋 

（ＮＰＯ法人ライフリンク作成） 
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【参考２：高崎市の現状把握・分析に用いた自殺関連統計について】 

 

本計画では、高崎市の自殺の現状把握・分析を行うため、関連する各種統計の数値

を用いて図表を作成しています。詳細は以下のとおりです。 

 

１.「自殺統計」と「人口動態統計」の違い 

①「自殺統計」：日本における日本人及び日本における外国人の自殺者数としている。

警察庁の自殺統計原票を集計したものであり、捜査等により、自殺であると判明した

時点で、自殺統計原票を作成し、計上している。 

②「人口動態統計」：日本における日本人のみの自殺者数としている。市区町村で作成

された人口動態調査票を厚生労働省で収集し集計したもの。自殺、他殺あるいは事故

死のいずれか不明のときは原因不明の死亡等で処理しており、後日原因が判明し、死

亡診断書等の作成者から自殺の旨訂正報告があった場合には、遡って自殺に計上して

いる。 

 

２.「地域における自殺の基礎資料」 

警察庁が取りまとめた「自殺統計」をもとに、厚生労働省が作成している資料で、都

道府県や市区町村別の詳細な数値がわかる。複数の集計パターンがある中で、本計画

の図表の作成に用いたのは、「自殺日」・「住居地」のデータとなっている。 

 

３.「自殺実態白書２０１３」 

ＮＰＯ法人ライフリンクが、自殺で亡くなられた方とその遺族について大規模な聞き

取り調査を実施した結果の報告書。この調査結果は、政府や自治体などの自殺対策に

おける重要なエビデンスとなっている。 

 

４.「地域自殺実態プロファイル」 

各自治体の自殺の実態をまとめたデータで、一般社団法人「いのち支える自殺対策推

進センター」が作成している。同センターは、「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に

資するための調査研究及びその成果の活用等の推進に関する法律」（令和元年法律第

３２号）第４条に基づき調査研究等を行う、厚生労働大臣指定調査研究等法人である。 

 

※図表で「％」と表記されている数値は、それぞれの割合を小数点第２位で四捨五入

して算出しているため、すべての割合を合計しても １００％にならないことがあり

ます。 
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Ⅲ これまでの取り組み                      

Ⅲ-１ 基本施策別の取り組み 

前期計画では、４つの基本施策を位置づけて事業を実施しました。具体的な取り組

みについては、自殺対策の主な所管課である障害福祉課を中心にまとめています。 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

 障害福祉課では、高崎市自殺対策庁内連絡会議、高崎地域自殺対策ネットワーク会

議を毎年開催し、高崎市の現状や情報共有、意見交換を行いました。様々な課題を抱

えたハイリスク者を把握するための活動や、その支援のための多職種連携、各団体の

分野の専門性を活かした相談事業等の取り組みを共有したほか、現場で活動する支援

者の人材確保とその育成、支援者のメンタルヘルス対策の重要性等、課題も共有しま

した。 

また、「第２次健康増進計画」では「こころの健康づくりの推進」を基本施策に位置

付けており、うつや自殺予防についての理解促進・予防行動の実践について取り組み

を共有しました。 

 

（２）自殺対策を支える人材の育成 

令和２年以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が、事業の実施に大きな影響

を与え、当初の計画が実行できなかった事業もありましたが、社会・経済状況が悪化

する中、困難を抱えた人を必要な支援につなげるために、各分野で人材の育成に努め

ました。 

職員を対象に、人権研修やメンタルヘルス・マネジメント研修、窓口対応力向上研

修を実施しました。また、市民を対象とした活動としては、お互いを気にかけ、いつ

もと違う様子に気づいたときに必要に応じて専門家につなぐことができるよう、その

知識と技術の向上を目指し、講演会や出前講座を開催しました。 

 

（３）市民への周知と啓発 

上記（２）同様、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が、事業の実施に大きな影

響を与えました。当初の計画が実行できず、中止や延期を余儀なくされた事業があり

ましたが、感染症の流行状況やテーマに合わせ、オンラインを活用した新たな実施方

法を取り入れる等、方法を見直して行った事業もありました。 

 障害福祉課では、市民を対象とした「こころの健康づくり・自殺対策講演会」を企

画し、うつ病や依存症といった精神疾患や発達障害、ひきこもり、若者のメンタルヘ

ルスといったこころの健康について、様々な角度から学ぶことができる各種講演会を

毎年開催しました。 
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（４）生きることの促進要因への支援 

 従来から高崎市が行ってきた様々な事業について、事業本来の目的に加えて自殺対

策の視点も持って取り組むことができるよう、日々の暮らしを支え、生きることを促

進することが期待できるものとして、この施策に位置付けて実施しました。 

「生きることの促進要因」とは、将来の夢、やりがい・生きがい、人とのつながり、

仕事、趣味、地域や社会に対する信頼感などをいい、「生きることの阻害要因」とは、

生活困窮や多重債務、失業やいじめ、虐待などをいい、その他に、誤解や偏見といっ

た、人と人との間に起こる関係性の問題も含みます。妊娠・出産の時期から高齢期ま

でのすべてのライフステージに対応し、子育て、税金、生活困窮、暴力、障害、難病、

介護等、各分野において、ほぼ計画通り相談や支援を実施することができました。 

また、先進的な取り組みとして、さまざまな世代が安心して毎日の生活を送ること

ができるような支援体制を目指し、全国でも類を見ない支援策を展開してきました。 

６つのＳＯＳサービス「介護ＳＯＳサービス」、「高齢者ごみ出しＳＯＳ」、「高齢者力し

ごとＳＯＳサービス」や「高齢者世帯買い物ＳＯＳサービス」、「高崎市子育てＳＯＳサ

ービス」「ヤングケアラーＳＯＳサービス」を創設し、障害者本人やその家族等がワン

ストップで相談できる場所「障害者支援ＳＯＳセンターばる～ん」を設置しました。 

 

 

Ⅲ-２ 重点施策別の取り組み 

前期計画では、３つの重点施策（「高齢者」、「生活困窮者」、「こども」）を位置づけ

て事業を実施しました。各分野の現状について、前期計画策定時と比較しており、「前

期計画」として示した数値は、すべて平成２１年~２９年の統計値を用いています。 

 

（１）高齢者の自殺対策 

高崎市では、コロナ禍以降７０歳代や８０歳以上の自殺者数は増加傾向にあり、過

去５年間（平成３０年～令和４年）の自殺者数３１９人のうち、６０歳以上の自殺者

数は３９.２％を占め、前期計画で示した３８.３％より高くなっています。 

 高齢者は、加齢に伴う身体機能の低下や認知機能の低下、配偶者を含め親族や友人

といった身近な人との死別、退職などによる社会的役割の喪失、経済不安等が慢性的

なストレスとなり、抑うつ状態になりやすいといわれています。加齢によるものだと

いった思い込みから、本人も周囲も心身の不調に気づきにくいということもいわれて

います。また、高齢者のみの世帯が増加する中、老々介護など介護に関する悩みによ

って心身ともに疲弊し、将来の生活を悲観して自殺に至る場合があるため、介護者を

含めた支援が重要になります。 

加えて、コロナ禍においては、様々な活動や行事が制限され、地域との交流の機会

が減少したことから、閉じこもりや孤立を防ぐ取り組みがより一層求められています。 
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（２）生活困窮者の自殺対策 

高崎市における過去５年間（平成３０年～令和４年）の自殺者数３１９人のうち、

原因・動機別自殺者構成比で、「健康課題」の次に高い割合を占めていたのが「経済・

生活問題」の１２.７％で、「勤務問題」は６.１％でした。前期計画で示した「経済・

生活問題」の割合は１７.４％、「勤務問題」は６.３％であり、いずれも低下していま

す。 

この問題の背景には、失業、多重債務、家族関係の悪化や孤立、障害や疾病等、多

様で広範な問題を複合的に抱えていることが少なくありません。困窮状態に至るまで

の経験から、「人に頼ることが苦手」、「悩み・困りごとを相談できない」、「人が信頼で

きない」といった関係性の貧困にもつながることがあります。長期にわたって生活困

窮状態から抜け出せず、孤立し、精神的に追い詰められた結果、抑うつ状態になって

自殺に至ることが考えられます。 

より深刻化する前に支援につなげるため、背景にある問題の把握やその緊急性の判

断、問題解決のために必要な機関との連携した支援が求められます。 

 

（３）こどもの自殺対策 

「こども」は、前期計画策定時の「地域自殺実態プロファイル２０１７」では重点

パッケージに含まれていない対象群でしたが、これまで全国的に様々な自殺対策の取

り組みが行われているにもかかわらず、若年層の自殺者数の推移が、全国と同様に高

崎市においても横ばいであったことや、こどもの自殺が周囲や社会に与える影響の大

きさを考慮し、対策が必要と考え、重点施策のひとつに位置づけていました。 

高崎市における過去５年間（平成３０年～令和４年）の職業別自殺者構成比をみる

と、「学生・生徒等」は６.０％で、前期計画で示した４.０％より高くなっています。

割合が高くなっている傾向は、全国・群馬県も同様です。 

いじめ、貧困や虐待、ヤングケアラーの問題等は、将来のメンタルヘルスに影響す

るものであり、自殺リスクの低減に向けた様々な取り組みが求められます。「ＳＯＳ

の出し方に関する教育（困難やストレスに直面した際に、身近な大人に助けを求める

ことができるようにする）」プログラムの推進や相談支援体制の充実、一人ひとりの

こどもの環境に合わせた支援の提供が、今後も重要であると考えます。 
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Ⅳ 計画の基本的な考え方                     

Ⅳ-１ 基本理念 

 自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、自殺に追い込まれるという危機は

「誰にでも起こりうる危機」であるといわれています。自殺対策は、「生きることの阻

害要因（自殺のリスクとなる要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対す

る保護要因）」を増やすことであるという前提に基づき、総合的な取り組みを推進し

ていきます。 

 

 

 

 

 

Ⅳ-２ 基本方針  

自殺の現状と、自殺総合対策大綱で国が示した以下の６つの基本方針に沿って、

各種取り組みを推進していきます。 

 

（１）生きることの包括的な支援として推進する 

自殺のリスクは、「生きることの促進要因」（自己肯定感や信頼できる人間関係、

危機回避能力等）よりも「生きることの阻害要因」（失業や多重債務、生活苦等）が

上回ったときに高まります。自殺防止や遺族支援といった狭義の自殺対策だけでな

く、様々な分野の取り組みを総動員し、「生きることの包括的な支援」を推進しま

す。 

 

（２）関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む 

自殺の背景には様々な社会的要因があり、自殺を防ぐためには、精神保健的な視

点だけでなく、社会・経済的視点を含む包括的な取り組みが重要になります。その

ためには様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携する必要があるため、一人ひ

とりが自殺対策の一翼を担っているという意識を共有し、支援にあたります。 

 

（３）対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果的に連動させる 

 自殺対策は、以下の３つのレベルの有機的連動により推進します。 

個々人の問題解決に取り組む相談支援を行う「対人支援のレベル」、様々な問題を複

合的に抱える人に対し、包括的支援を行うために関係機関等が連携する「地域連携

のレベル」、法律、大綱等の枠組みの整備や修正を行う「社会制度のレベル」の３つ

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現 

 

基本理念 
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です。また、自殺の危険が低い段階における「事前対応」から、自殺や自殺未遂が

生じてしまった場合等の「事後対応」まで、各段階において施策を講じます。 

 

（４）実践と啓発を両輪として推進する 

自殺に追い込まれ危機に陥った人の心情や背景への理解を深め、“危機に陥った場

合は誰かに助けを求めることが適当である”ということが地域全体の共通認識とな

るよう啓発を行います。また、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサイ

ンに早く気づき、専門家につなげ見守る等の対応を学ぶ広報活動・教育活動等に取

り組みます。 

 

（５）国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業及び国民の役割を明確化し、

その連携・協働を推進する 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するために、それぞれの主体

が果たすべき役割を明確にし、共有した上で、相互に連携・協働する仕組みを構築

することが重要です。行政における庁内連携のみならず、地域の関係団体の相談窓

口や支援機関とのネットワークの強化に取り組みます。 

 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する 

 国、地方公共団体、民間団体等の自殺対策に関わる者は、自殺者及び自殺未遂者

だけでなく、親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、不当に侵害することがな

いよう認識し、自殺対策に取り組みます。 

 

 

Ⅳ-３ 施策の体系  

国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」ですべての市町村が取り組むべきと

している６つの基本施策と、その他の事業をまとめた、「生きる支援」に関連する事

業・施策から構成されています。後者の「生きる支援」に関連する事業・施策は、

高崎市において行われている様々な事業の中から、「生きる支援」に関連する事業を

洗い出し、自殺対策の視点を持って取り組むために位置づけられた施策群です。 

また、高崎市の現状と、地域自殺実態プロファイルで示された「重点パッケー

ジ」を踏まえて、優先的に取り組むことが推奨される対象群として「高齢者」、「生

活困窮者」、「こども」、「勤務・経営者」を重点施策に位置づけます。上記の基本施

策、「生きる支援」に関連する事業・施策との関連については、次章「Ⅴ いのち支

える自殺対策の取り組み」において表で示します。 

 

 

 



21 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【新規】：前期計画にはなく、第２次計画で新たに位置づけた項目。 

 
 

Ⅳ-４ 基本施策  

（１）地域におけるネットワークの強化 

 自殺の背景には様々な社会的要因が複雑に絡み合って存在しています。迅速な課題

解決に向けた、多機関・多職種による連携は不可欠であるため、行政や関係機関の専

門家、市民を含めた、ネットワークの強化に取り組みます。 

各種連絡会議の開催のみならず、地域や自殺対策の現場で、個々人の問題解決に取

り組む相談支援等の実践についても、具体的な連携を図る機会とし、「対人支援のレ

ベル」と「地域連携のレベル」を連動させて取り組みを進めます。 

 

（２）自殺対策を支える人材の育成 

様々な悩みや生活上の困難を抱える人が、心理的に追い込まれて自殺に至る前に、

私たち一人ひとりにできることは、自分の周りにいるかもしれない、自殺を考えてい

る人の“いつもと違う”様子に早い段階で「気づく」ことです。そして、相手に寄り

添って話を聴き、必要に応じて専門家の支援に「つなぐ」、その後も「見守る」という

一連の行動が、自殺の危機にある人の命を救うことにつながります。この知識と技術

を身につけるため、人材育成の方策を充実させていく必要があります。学校、職域な

ど、各々の立場や役割、現状に応じて研修を企画し、実施していきます。 

また、相談者に寄り添った継続的な支援を実施するため、支援者のメンタルヘルス

対策にも取り組みます。 

１. 地域におけるネットワークの強化 
２. 自殺対策を支える人材の育成 
３. 市民への周知と啓発  
４. 自殺未遂者等への支援の充実【新規】 
５. 自死遺族等への支援の充実【新規】 
６. 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する

教育等 

基本施策 

重点施策 

「生きる支援」に関連する事業・施策 

●高齢者対策 

●生活困窮者対策 

●こども対策 

●勤務・経営者対策 
【新規】 

     

関連 
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（３）市民への周知と啓発  

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こりうる危機」ですが、その心情や

背景が十分理解されにくい現実があります。そうした心情や背景、自殺の問題は一部

の人や地域だけの問題ではなく、誰もが当事者になり得る重大な問題であることにつ

いて、理解を深める必要があります。“命や暮らしの危機に陥った場合には誰かに援

助を求めることが適切である”ということが社会全体の共通認識となるよう、各種相

談窓口の周知とともに啓発に取り組みます。 

一方で、危機に陥ったときに、当事者は自分の状態を客観的に把握できず、援助を

求めることが難しい場合があります。前述のとおり、自殺を考えている人に「気づく」

力を高める等、地域の中で一人ひとりが担える役割等について、意識が共有されるよ

う教育活動、広報活動を行っていきます。 

  

（４）自殺未遂者等への支援の充実 

 過去の自殺未遂歴は、自殺の最大の予測因子であり、自殺未遂者の再企図防止は、

自殺予防のための優先課題の一つです。自殺予防のためには、自殺未遂者の自殺の危

険因子について把握し、生きることの促進要因を増やす支援を行っていくことが必要

です。警察で保護された事例や救急搬送になった事例について、個人情報の適切な取

り扱いのもと、関係機関が連携し、継続的な医療支援や、自殺未遂者が抱える様々な

社会的問題への重層的支援、家族も含めた包括的な支援に取り組みます。 

 

（５）自死遺族等への支援の充実 

 自殺対策基本法では、自殺者の親族等の支援の充実を図ることが掲げられています。

社会の偏見による自死遺族の孤立の防止や、悲嘆からの回復の支援が重要であること

から、身近な行政として、適切な相談先や交流の場について情報提供を行っていきま

す。 

 

（６）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育等 

社会において直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を身に着け

るための「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進し、不登校やいじめの問題への対策

に取り組み、家庭・地域・学校と連携しながら、こどもへの支援を充実させていきま

す。 

 

 

Ⅳ-５ 「生きる支援」に関連する事業・施策 

自殺対策は、「Ⅳ－２基本方針」（１）に記載したとおり、「生きることの包括的な支

援」として推進するものです。個人においても社会においても、「生きることの促進要

因」よりも、「生きることの阻害要因」が上回ったときに自殺リスクが高まります。

「生きることの阻害要因」を減らす取り組みと、「生きることの促進要因」を増やす取
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り組みをこの施策に位置づけ、医療や福祉に限定しない、あらゆる分野の事業を総動

員して取り組みます。 

 

 

Ⅳ-６ 重点施策 

（１）高齢者の自殺対策 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加する中で、閉じこもりや孤立の予防

は、介護予防の観点からも重要な取り組みになります。いつまでも安心して暮らせる

よう、高齢者一人ひとりの日々の生活に寄り添った支援を展開していくことが求めら

れています。地域包括ケアシステム構築の推進拠点として位置付けている高齢者あん

しんセンターを中心に、課題の早期発見と生活に密着した迅速な支援、居場所づくり

といった地域で支え合うネットワークの強化に取り組んでいきます。 

 

（２）生活困窮者の自殺対策 

生活困窮者は、様々な問題を複合的に抱えており、自殺リスクの高い状態にあるこ

とを認識した上で、当事者と支援者との信頼関係を構築し、「生きることの包括的な

支援」の視点から、庁内のみならず、庁外の関係機関を含めた多分野の緊密な連携の

もと、支援を実施していきます。生活困窮者自立支援制度の自立相談支援事業や、生

活保護制度に基づく取り組みと併せて、生活困窮状態からの脱却及び生活基盤の安定、

行政や地域等の支援者による継続的支援から、自立を目指して取り組んでいきます。 

 

（３）こどもの自殺対策 

思春期・青年期は自我を育む年代であると同時に、精神疾患の発症が多い年代であ

るため、こころの健康は重要なテーマです。現状では、依然として若年層の死因に占

める自殺の割合は高く、周囲へ大きな影響を与えることから、その対策は急務となっ

ています。こどもは、不安や悩みがあっても自分では気づかないことや、助けを求め

られないことがあるため、家庭・地域・学校が連携しながら、支援を充実させていき

ます。 

 

（４）勤務・経営者の自殺対策 

高崎市における過去５年間（平成３０年～令和４年）の自殺者数３１９人のうち、

「有職者」の割合は３７.０％と高い状態であることから、本計画で新たに重点施策

として位置づけています。 

 「有職者」の自殺の背景には、長時間労働だけでなく、転勤などの配置転換、職場

での人間関係やパワーハラスメント等、様々な問題が存在します。これらはこころの

健康に大きな影響を与えるだけでなく、問題が悪化することで、家族関係の悪化、借

金等、自殺リスクが高まることが考えられます。また、働き盛りの世代において、ス
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トレスや生活習慣の乱れは将来の生活習慣病のリスクにもなり得ます。心身ともに健

康で働き続けるために、関係機関と連携を図りながら、職場環境の整備や相談支援体

制の充実に取り組みます。 
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Ⅴ いのち支える自殺対策の取り組み                

（表中の「事業名」にある【新】の表示は、本計画で新たに位置付けた事業です。） 

 

基本施策（１）地域におけるネットワークの強化 

 

事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

１ 
地域福祉計画の

推進 

地域福祉計画が目指す「地域の支えあ
い、助け合いによる共生社会の実現」
に向け、市民と行政が協働し、早期発
見のためのネットワークづくりや、庁
内連絡体制の構築に努める。 

社会福祉課 ● ● ● ● 

２ 
介護保険運営協

議会 

介護保険被保険者の代表をはじめ、保

健・医療・福祉分野における学識経験

者、介護サービスの従事者、公募市民

等により構成され、介護保険の適正な

運営を推進する。 

長寿社会課 ●  

 

 

３ 地域ケア会議 
高齢者の支援の充実、介護支援専門員
のケアマネジメント実践力の向上、地
域課題の解決等を図る。 

長寿社会課 ●  

 

 

４ 
在宅医療・介護

連携推進事業 

医療と介護を必要とする高齢者が住み
慣れた地域で自分らしい暮らしを人生
の最期まで続けられることができるよ
う関係機関の連携を推進する。 

長寿社会課 ●  

 

 

５ 青少年対策 
青少年問題協議会の活動を通じ、次世

代を担う青少年の健全育成を地域全体

で推進する。 

防犯・青少

年課 
  ●  

６ 
障害者支援協議

会の開催 

医療・保健・福祉・教育及び就労等の

関係機関とのネットワークの構築を図

る。 

障害福祉課   

 

 

７ 

高崎地域自殺対

策ネットワーク

会議 

行政や関係機関、団体が相互に連携

し、情報交換、情報の共有化を図り総

合的かつ効果的な自殺対策を推進す

る。 

障害福祉課   

 

 

８ 
自殺対策庁内連

絡会議 

自殺対策に資する事業や各種相談窓口

についての情報共有、意見交換を行

い、自殺対策を全庁的に推進する。 

障害福祉課   

 

 

９ 教職員研修 
教職員のメンタルヘルスに関連する研

修を行う。 

教育センタ

ー 
  

 
● 

１０ 
食生活改善推進

員養成講座 

食生活改善推進員の養成を通じ、地域

住民の食生活の改善を図ることによ

り、生活習慣病等の予防と健康寿命の

延伸を図る。 

健康課   

 

● 
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基本施策（２）自殺対策を支える人材の育成 
 

事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

１１ 
地域福祉計画の

推進 

地域における住民の主体的な課題解決

の力を高めるとともに、自殺に関して

の知識と理解を深め、自殺の恐れのあ

る人を見過ごさずに関係機関につなぐ

という意識の醸成を図る。 

社会福祉課 ● ● 

 

● 

１２ 
認知症サポータ

ー養成講座 

認知症の正しい知識を持ち、認知症の

人や家族を応援する認知症サポーター

を養成し、誰もが安心して暮らせる地

域づくりを目指す。 

長寿社会課 ●  

 

 

１３ 

介護予防サポー

ター養成・活動

事業 

地域住民を対象とした介護予防サポー

ター養成講座を開催し、地域で介護予

防を推進する人材の育成と体制づくり

を図る。 

長寿社会課 ●  

 

 

１４ 

オレンジサポー

ター養成・活動

事業 

オレンジサポーターの養成を行い、サ

ポーターが、認知症と思われる人の見

守りや家族への支援等を行い、認知症

の人が住み慣れた地域で安心して暮ら

せる地域づくりを推進する。 

長寿社会課 ●    

１５ 
保健師人材育成

推進事業 

幅広く市民に接する機会の多い保健師

に、経験年数に応じた段階的な研修等

を行い、相談対応力や問題解決能力等

の向上を図る。 

保健医療総

務課 
● ● ● ● 

１６ 

救急救命士養

成・研修及びメ

ディカルコント

ロール体制の推

進事業 

人材育成に取り組む。 

･救急救命士や救急資格者の養成 

･救急救命士の救急業務高度化教育の

実施 

･地域メディカルコントロール協議会

の開催 

･事後検証体制の充実推進 

消防局救急

課 
● ● 

 

● 

１７ 職員向け研修会 

職員に対し、障害に対する理解を深め

る研修を実施し、窓口等での対応能力

の向上を図る。 

障害福祉課   

 

● 

１８ 

障害者基幹相談

支援センター事

業 

相談支援事業者への助言・指導、困難

事例の対応支援や関係機関との連絡調

整、その他障害者の権利擁護に係る支

援等を行い、地域の相談支援体制の強

化を図る。 

障害福祉課   

 

 

１９ 
職員メンタルヘ

ルス推進事業 

職員のストレスチェックや産業医等に

よる面談を実施するとともに、メンタ

ルヘルス等の研修を実施する。 

職員課   

 

● 

２０ 
教職員ストレス

チェック事業 

労働安全衛生法に基づき、教職員等の

ストレスチェックを実施し、メンタル

不調の未然防止を図る。 

健康教育課   

 

● 



27 
 

基本施策（３）市民への周知と啓発  
 

事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

２１ 

行政の情報提供

に関する事務

（広報等による 

情報発信） 

・行政情報や生活情報の掲載充実 

・市ホームページ等による情報発信 

・新聞各社／テレビ／ラジオでの情報

伝達 

・広報番組等の作成 

・広報誌等の編集発行 

・点字広報、声の広報の発行 

・定例記者会見の実施 

・各種 SNS による情報発信 

広報課 ● ● ● ● 

２２ 
市民便利帳の発

行 

行政のしくみや、市役所における各種

手続き方法・助成制度等の情報のほ

か、暮らしに役立つ生活情報を手軽に

入手できる市民ガイドブックを発行す

る。 

広報課 ● ● ● ● 

２３ 

ＰＴＡ活動の支

援・育成に関す

る事務 

ＰＴＡに対するセミナーや研修会を実

施する。 
社会教育課   ●  

２４ 
発達障害に関す

る普及啓発事業 

発達障害に関する講演会や啓発活動を

通じて、多くの人に発達障害の特性を

理解してもらい、こどもたちがのびの

びと安心して生活できる地域づくりを

目指す。 

こども発達

支援センタ

ー 

  ● ● 

２５ 
総合福祉センタ

ーまつり 

障害者センター、シルバーセンター、

児童センターの連携により、世代及び

障害の有無を超えた市民の交流を図

る。 

社会福祉課 ● ● ● ● 

２６ 人権啓発事業 
人権意識を高めるための周知啓発を行

う。 

人権男女共

同参画課 
● ● ● ● 

２７ 
ＤＶ対策推進事

業 

･ＤＶ対策関係機関連絡会議の開催 

･デートＤＶ防止リーフレットやカード

サイズＤＶリーフレットの配布 

･パープルリボンキャンペーン（女性に

対する暴力をなくす運動） 

人権男女共

同参画課 
    

２８ 
食育・健康フェ

スタ 

食生活の改善と生活習慣病予防に向け

て、行政・団体・企業等が連携してイ

ベントを実施する。 

健康課 ● ● ●  

２９ 

こころの健康づ

くり・自殺対策

講演会 

市民向け講演会（うつ病、自殺予防、

大人の発達障害、依存症等）を実施

し、周知・啓発を図る。 

障害福祉課 ● ● ● ● 
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事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

３０ 
障害者差別解消

推進事業 

障害を理由とする差別の解消を推進

するため、相談窓口を設置し、市民

や民間事業者等に対し、周知・啓発

を図る。 

障害福祉課 ● ● ● ● 

３１ 

消費生活相談事

業・消費者啓発

事業 

相談者が抱えている消費生活に関す

る問題（契約トラブルや多重債務

等）の解決を目指し、助言や情報提

供を行う。また、未然防止のため、

消費者への教育・啓発を行う。 

市民生活課   

 

 

３２ 

「障害福祉制度

のあんない」作

成 

障害者(児)が適切なサービスを利用

し、日常生活や社会生活を支障なく

送ることができるよう、障害福祉制

度の概要や手続方法等を紹介するガ

イドブックを作成し、配布する。 

障害福祉課   

 

 

３３ 出前講座【新】 

こころの健康に関する講座や、身近

な人のこころのＳＯＳに気づいたと

きの対応について学ぶ講座を実施す

る。 

障害福祉課   

 

 

３４ 

自殺予防週間・

自殺対策強化月

間の啓発活動

【新】 

自殺予防週間（９/１０～９/１６）と

群馬県自殺予防月間（９月）、自殺

対策強化月間（３月）に合わせ、各

種相談窓口の周知等、啓発活動を実

施する。 

障害福祉課     

 
 

基本施策（４）自殺未遂者等への支援の充実 
 

事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

３５ 

救急救命士養

成・研修及びメ

ディカルコント

ロール体制の推

進事業 

自殺企図のある市民を救急出動後、関

係課・関係機関と連携し、支援につな

げる。 

消防局救急

課 
● ● ● ● 

３６ 
自殺企図者相談

支援事業【新】 

群馬県警察本部が把握した自殺企図者

に関する情報を受け、自殺の原因や動

機となる悩みに応じ、再度の自殺企図

を防ぐための相談支援を行う。 

障害福祉課   
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基本施策（５）自死遺族等への支援の充実 
 

事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

３７ 
自死遺族支援事

業【新】 

家族等の大切な人を自死で亡くした

方の悲嘆からの回復を支援するた

め、群馬県自殺対策推進センターで

実施している自死遺族相談や自死遺

族交流会を周知する。 

障害福祉課     

 

 

基本施策（６）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育等 

 

事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

３８ 不登校問題対策 

児童・生徒が置かれた環境への働き

かけや関係機関等とのネットワーク

の活用等、多様な支援方法で、スク

ールソーシャルワーカーによる課題

解決への対応を図る。 

学校教育課   ●  

３９ いじめ問題対策 

いじめの早期発見、即時対応、継続

的な再発防止を図る。 

・いじめ防止こども会議の開催 

・中学生リーダー研修会の開催 

・いじめ防止基本方針の点検と見直

し(各校) 

・個別支援の実施 等 

学校教育課   ●  

４０ 

教育相談（いじ

め・ＳＮＳを含

む） 

教育相談員がこどもの教育上の悩み

や心配事に関する相談を面談で対応

する。（仕事の都合等で来所不可の

場合には電話で対応） 

教育センタ

ー 

  ●  

４１ 
青少年補導セン

ター事業 

青少年の健全育成を図るため、街頭

補導事業や電話相談を実施する。 

防犯・青少

年課 

 
 

 
 

●  

４２ 

ＳＯＳの出し方

に関する教育

【新】 

ＳＯＳの出し方に関する教育を含む

自殺予防教育について、教育委員会

等関係部署にて周知を行い、学校と

連携して実施する。 

障害福祉課   ●  
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「生きる支援」に関連する事業・施策 

 

事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

４３ 
障害者支援ＳＯ

Ｓセンター 

障害の有無に拘わらず、相談先が分か

らない方の不安や心配、悩みをワンス

トップで受け付け、関係部署や関係機

関へつなぎ、真に必要となる適切な支

援を図る。 

障害福祉課 ● ● ● ● 

４４ 
難病患者地域支

援事業 

・在宅療養支援計画の策定・評価 

・訪問相談を行う職員の研修実施 

・相談会等の開催 

・訪問相談指導の実施 

・特定疾患医療受給者証交付事務 

・難病対策地域協議会の開催 

保健予防課 ●    

４５ 

こども・子育て

支援事業計画の

推進 

こども・子育て支援事業計画の推進を

図る。 

こども家庭

課 

  ● ● 

４６ 

就学援助及び特

別支援学級就学

奨励補助 

経済的理由により就学困難な児童・生

徒に給食費や学用品等を補助する。ま

た、特別支援学級在籍者に対し、就学

奨励費を補助する。 

教職員課   ●  

４７ 
被災児童生徒就

学援助事業 

被災の理由により就学が困難な児童・

生徒に対し、給食費や学用品費を援助

する。 

教職員課   ●  

４８ 
母子健康手帳交

付等 

母子健康手帳交付や妊婦健康診査の機

会を通じ、支援が必要な妊婦を早期発

見し、相談や指導を行う。 

健康課   

 

● 

４９ 
乳幼児家庭全戸

訪問 

母子等保健推進員が乳児家庭全戸訪問

と 1 歳児訪問を実施し、要支援母子の

把握や相談に応じる。 

健康課   

 

● 

５０ 
母子保健訪問指

導 

助産師が妊産婦・乳幼児訪問指導を通

じ、要支援母子に対し相談・指導を行

う。 

健康課   

 

● 

５１ 
重複頻回受診者

保健指導 

保健師が重複多受診者を対象に、被保

険者の健康相談や適正受診等の保健指

導を行う。 

健康課     

５２ はつらつ健診 

健診を受診する機会のない１９歳から

３９歳までの市民を対象に健診を実施

する。(市民税非課税世帯・生活保護

世帯の人は無料) 

健康課     

５３ こども相談 
必要時に心理士によるこどもの発達に

関する相談・助言指導を行う。 
健康課   ●  

５４ 
母子保健子育て

相談 

保健師・助産師が、産後うつや育児ス

トレスに対する助言・指導を窓口や電

話、訪問等により行う。 

健康課    ● 
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事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

５５ 

母子保健ぴよぴ

よ広場 及びお

しゃべりルーム 

未熟児の親の会としてのぴよぴよ広場

及び乳児を持つ親の交流と相談ができ

る場としてのおしゃべりルーム（榛

名・倉渕保健センター）を開催する。 

健康課   

 

● 

５６ 
母子保健乳幼児

健康診査 

個別健診、集団健診を通じ、乳幼児の

発育・発達状態及び保護者の状態に応

じて助言・指導を行う。 

健康課   

 

● 

５７ 

家庭児童相談及

び情報提供・支

援等 

こどもと家庭に関する相談及び情報提

供、必要時の家庭訪問等での支援や児

童相談所等との連携を図る。 

こども救援

センター 

  ●  

５８ 

子育て短期支援

（ショートステ

イ・トワイライ

トステイ）事業 

保護者の病気・出産・家族の介護・冠

婚葬祭・就労等の理由により、家庭で

の子育てが一時的にできない場合に、

一定期間、宿泊を伴った養育・保護を

行い、児童及びその家族の福祉の向上

を図る。 

こども救援

センター 

  ●  

５９ 
母子生活支援施

設措置費 

配偶者のいない母親（準ずる事情にあ

る母親）と看護すべき児童を母子生活

支援施設への入所を実施し、運営費を

扶助することで、当該母子の自立促進

のため支援を行う。 

こども救援

センター 

  ●  

６０ 
母子・父子自立

支援員設置事業 

母子・父子自立支援員が母子・父子家

庭等の相談に応じ、自立に必要な情報

提供及び助言、職業能力の向上や求職

活動に関する支援を行うことにより、

生活の安定や児童福祉の増進を図る。 

こども家庭

課 

 ● ● ● 

６１ 女性相談事業 

家庭や生活上の相談をはじめ、配偶者

等からの暴力(ＤＶ)に関する相談や保

護を行う。 

こども救援

センター 

    

６２ 

子育てなんでも

センター運営事

業 

子育て相談、就労相談、交流・プレイ

ルーム、託児ルームの４つの機能を有

す子育て支援の拠点施設として、子育

てに関する様々な支援をワンストップ

で行う。 

こども家庭

課 

  ● ● 

６３ 

子育てＳＯＳサ

ービス事業

【新】 

ヘルパーを派遣し、家事や育児の支援

を行うことで、保護者の育児に関する

精神的・肉体的な負担軽減を図り、保

護者が安心して育児や日常生活が営め

るようにする。 

保育課   

 

● 
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事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

６４ 
児童虐待防止対

策 
児童虐待防止対策の充実を図る。 

こども救援

センター 

  ● ● 

６５ 
児童扶養手当支

給 
児童扶養手当を支給する。 

こども家庭

課 

 ● ● ● 

６６ 児童館運営事業 

地域の子育て拠点として、児童に健全

な遊びと児童間の異年齢交流や保護者

の交流を促進する。 

こども家庭

課 

  ● ● 

６７ 

こども発達支援

センター相談事

業 

発達に不安や課題のあるこどもとその

保護者等からの相談に応じ、子育ての

不安の軽減を図るとともに、関係機関

と連携しながら総合的に支援する。 

こども発達

支援センタ

ー 

  ● ● 

６８ 

ヤングケアラー

ＳＯＳサービス

事業【新】 

家事やきょうだいの世話、家族の介護

等を日常的に担っている子ども「ヤン

グケアラー」に無料でサポーターを派

遣し、負担の軽減を図る。 

学校教育課   ●  

６９ 
固定資産税・軽

自動車税の相談 

税（固定資産税・軽自動車税）に関す

る相談を受付ける。 
資産税課  ● 

 
 

７０ 
個人の市県民税

の賦課及び減免 

所得の申告や税額の相談時の状況把握

を行い、相談者の状況に応じた税額の

減免を行う。 

市民税課  ● 

 

 

７１ 
民生委員・児童

委員 
地域住民の相談・支援等を行う。 社会福祉課 ● ● ● ● 

７２ 
生活保護施行事

務 

就労支援・資産調査等、生活保護施行

に関する事務を実施する。 
社会福祉課  ● 

 
 

７３ 
生活保護各種扶

助事務 

生活・住宅・教育・介護・医療・出

産・生業・葬祭扶助を給付する。 
社会福祉課  ●   

７４ 路上生活者支援 
路上生活者に対し、自立に向けた支援

を行う。 
社会福祉課  ●   

７５ 
中国残留邦人等

生活支援事業 

世帯の収入が一定基準に満たない特定

中国残留邦人等とその配偶者を対象

に、通訳派遣や日常生活上の困難に関

する相談・助言を行う。 

社会福祉課  ●   

７６ 
生活困窮者自立

相談支援事業 

生活困窮者に対し、自立に向けた支援

や生活相談等を実施し、生活の基盤整

備を支援する。 

社会福祉課  ●   

７７ 
発達障害に関す

る相談 

発達障害のある方とその家族や支援者

からの相談に対応する。 
障害福祉課     

７８ 
男女共同参画相

談 

男女の就労・社会参加・家庭や生活上

の問題解決のための相談や、法律相談

を実施する。 

人権男女共

同参画課 
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事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

７９ 人権相談 

日常生活で起こる様々な人権問題につ

いて、人権擁護委員が相談に対応す

る。 

人権男女共

同参画課 
● ● ● ● 

８０ 
配偶者暴力相談

支援センター 

・相談(電話・面接)及び法律相談の実

施 

・被害者の自立促進及び保護命令制度

の利用等に関わる情報提供や支援の実

施 

・緊急時における安全確保の実施 

・ＮＰＯ法人等との連携による同行支

援の実施 

人権男女共

同参画課 
  

 

 

８１ 
犯罪被害者等相

談・支援 

犯罪による被害者等からの相談・必要

な支援を行う。 

人権男女共

同参画課 
● ● ● ● 

８２ 交通安全対策 
交通事故に関する相談や助言等を行

う。 
地域交通課 ● ● 

 
● 

８３ 
ひとり暮らし高

齢者等施策 

民生委員によるひと声かけ運動対象者

把握活動を行い、支援が必要な人の早

期把握・早期対応に努める。 

長寿社会課 ●  

 

 

８４ 
長寿センター運

営 

６０歳以上の高齢者が生きがいを見出

すきっかけの場を提供する。 
長寿社会課 ●  

 
 

８５ 
高齢者等買い物

支援事業 

高齢者等の買い物困難者に対する支援

を実施する。 
長寿社会課 ●  

 
 

８６ 
養護老人ホーム

入所措置 

環境上の理由や経済的理由により自宅

での生活が困難な 65 歳以上の高齢者

の養護老人ホームへの措置入所を支援

する。 

長寿社会課 ●  

 

 

８７ 
介護ＳＯＳサー

ビス 

家族や介護者の介護負担の軽減と、介

護が原因による離職の防止を目的と

し、24 時間対応専用ダイヤルでヘル

パー派遣と宿泊先手配を行う。 

長寿社会課 ●  

 

 

８８ 
高齢者配食サー

ビス 

自ら調理をすることが困難かつ食事に

ついて援助を受けられない高齢者で、

低栄養の改善や見守りが必要な方に対

し食事を配達する。なお、ケアプラン

に位置づけ支援が行われる。 

長寿社会課 ●  

 

 

８９ 
高齢者の居場所

運営事業 

高齢者の自立を促進し、高齢者だけで

なく住民全てが支え合う地域を目指

し、支え合いの創出拠点となる居場所

をつくることを推進するため、高齢者

の居場所に対しその活動を支援する。 

長寿社会課 ●  
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事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

９０ 
生活支援体制整

備事業 

地域ごとの支え合いの創出や効果的な

生活支援サービスの構築に向けた仕組

みづくりについて検討を行い、市内全

域で多様な生活支援サービスの構築に

向けた協議体の取り組みをすすめてい

る。 

長寿社会課 ●  

 

 

９１ 
多重債務と納税

相談 

市民から納税や多重債務に関する相談

に対応する。 
納税課  ● 

 
 

９２ 

後期高齢者医療

保険料の賦課・

収納・減免 

滞納者に対する納付勧奨や減免状況の

把握を行う。 
保険年金課 ●  

 
 

９３ 
難病患者見舞金

給付事務 

日常生活が困難な難病患者へ見舞金を

支給する。 
保健予防課 ● ● 

 
 

９４ 

高齢者等あんし

ん見守りシステ

ム 

「高齢者等あんしん見守りシステム」

により人感センサーによる見守り、緊

急通報装置による救急車手配など緊急

時の対応、定期的な安否確認や高齢者

の日常生活相談に応じ、日常生活の不

安を解消するとともに離れて暮らす親

族も含め安心した生活ができるよう支

援を行う。 

介護保険課 ●  

 

 

９５ 
高齢者への総合

相談支援事業 

高齢者に必要な支援を把握するため、

高齢者あんしんセンターでの継続的な

相談支援を行い、ネットワークの構築

に努める。 

長寿社会課 ●  

 

 

９６ 
長寿会への活動

助成 

地域の長寿会の活動費の助成を行い、

仲間づくりや健康づくりの支援を図

る。 

長寿社会課 ●  
 

 

９７ 介護給付事務 

各種介護給付を通じ、介護者の負担軽

減や要介護者のＱＯＬ(※)の維持・向

上を図る。 

介護保険課 ●  
 

 

９８ 要介護認定調査 

要介護認定調査時に高齢者とその家族

の悩みや介護保険等に関する総合的な

相談に応じる。 

介護保険課 ●  
 

 

９９ 
障害者救援シス

テム 

見守り等が必要な障害者(児)に障害者

救援システム（ＧＰＳ機器）を無償貸

与し、日常的な見守り支援や所在不明

時の早期発見を図る。 

障害福祉課   

 

 

１００ 

特別障害者手

当・障害児福祉

手当 

日常生活が困難な重度の心身障害者

(児)の経済的な助成のための手当を支

給する。 

障害福祉課   
 

 

※ＱＯＬ：Quality of life/「生活の質」、「生命の質」等と訳され、その人にとっての

「自分らしい生活」や「人間らしい生活」を指す。 
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事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

１０１ 
在宅心身障害者

介護手当 

重度障害者(児)を介護する同居かつ同

一生計の家族等に対し、慰労手当を支

給する。 

障害福祉課   

 

 

１０２ 障害児支援事務 

障害児福祉サービス（児童発達支援・

放課後等デイサービス・保育所等訪問

支援・障害児相談支援等）の給付等に

係る事務を行う。 

障害福祉課   

 

 

１０３ 
介護給付、訓練

等給付等事務 

居宅介護・生活介護・施設入所・自立

訓練・就労支援・共同生活援助等の介

護給付や訓練給付等に係る事務を行

う。 

障害福祉課   

 

 

１０４ 

障害者就労・生

活支援センター

運営 

障害者就労・生活支援センターにおい

て、障害者の一般就労の機会の拡大や

就労相談を行う。 

障害福祉課   

 

● 

１０５ 障害者虐待対応 
障害者虐待に関する通報や相談に応じ

る。 
障害福祉課   

 
 

１０６ 
一般相談支援事

業 

障害児(者)の福祉に関する様々な相談

に応じ、必要な情報の提供や助言、権

利擁護のための援助等、障害者(児)が

自立した日常生活や社会生活を送れる

よう支援する。 

障害福祉課   

 

 

１０７ 
精神障害者当事

者のつどい 

精神障害者へつどいの場を提供し、情

報交換・意見交換・交流を図ること

で、社会復帰や社会参加への支援につ

なげる。 

障害福祉課   

 

 

１０８ 
精神障害者等の

家族のつどい 

こころの病を抱える人を支える家族

や、ひきこもりの状態にある人を支え

る家族を対象に、つどいの場を提供

し、情報交換・意見交換・交流を図

る。 

障害福祉課   

 

 

１０９ 
こころの健康相

談 

精神科医師による定期相談のほか、保

健師が随時来所・電話により相談に応

じることで、適切な医療及び支援につ

なげる。 

障害福祉課   

 

 

１１０ 

手話通訳者及び

要約筆記者派遣

事業 

聴覚障害者・中途失聴者・難聴者が意

思疎通を図る上で必要となる手話通訳

者・手話奉仕員・要約筆記者を派遣

し、日常生活や社会生活における支援

等を行う。 

障害福祉課   

 

 

１１１ 
エイズ・性感染

症相談 

エイズや性感染症等に関する電話相談

や検査を実施する。 
保健予防課  ● 

 
● 
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事業名 事業概要 所管課 

重点施策 

高

齢

者 

困

窮

者 

こ

ど

も 

勤
務
・
経
営 

１１２ 

小児慢性特定疾

病医療費等特別

助成事業【新】 

小児慢性特定疾病医療費受給者を養育

する家庭に対し、医療意見書の作成費

用や通院費などを助成する。 

保健予防課  ● ● ● 

１１３ 
各種がん検診等

【新】 

・対象者へ健康づくり受診券を発送し

て各種がん検診等を実施（70 歳以

上・市民税非課税世帯・生活保護世帯

の人は無料) 

・２０歳の人に歯科健診カードを配布

して健診を実施（無料） 

・４０歳以上の生活保護受給者等を対

象に健診を実施（無料）。 

健康課   

 

 

１１４ 患者支援【新】 

・がん治療等を受けた市民に対し、医

療用ウィッグ等の購入費を一部補助。 

・がんで在宅療養をしている 39 歳以

下の市民に対し、サービス費用を一部

補助。 

健康課   

 

 

１１５ 
高齢者虐待対応

【新】 

高齢者虐待に関する通報や相談に応じ

る。 
長寿社会課 ●    

１１６ 

おとしよりぐる

りんタクシー

【新】 

高齢化率が高い地域で、高齢者等の移

動支援を行う。 
長寿社会課 ●    

１１７ 

高齢者力しごと

ＳＯＳサービス

【新】 

高齢者等の安心安全な暮らしや生活の

質の向上を目的に、困りごとのひとつ

である、重いものの移動や力のいる仕

事等の支援を行う。 

長寿社会課 ●    

１１８ 

高齢者福祉なん

でも相談センタ

ー(仮称)【新】 

高齢者ご自身だけでなくそのご家族に

も親しんでいただける、誰もが気兼ね

なく、気軽に、簡単に相談できる相談

体制を整える。 

長寿社会課 ●    

１１９ 

高齢者世帯買い

物ＳＯＳサービ

ス【新】 

高齢者のみの世帯の人が、体調不良な

どにより買い物が困難になった際、電

話での注文により食料品などを自宅ま

で配送するサービスを実施し、高齢者

の負担軽減を図る。 

保健医療総

務課 
●    
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Ⅵ 自殺対策の推進体制等                     

Ⅵ-１ 高崎市自殺対策連絡会議 

高崎市自殺対策庁内連絡会議は、自殺対策に資する事業や各種相談窓口について

の情報共有、意見交換を行い、自殺対策を全庁的に推進することを目的とし、平成

２４年度に設置し、概ね年１回開催しています。 

【構成メンバー】 

８部局１８課で構成されています。社会情勢の著しい変化及び施策の効果に対する

評価、計画の進捗状況等を踏まえ、必要と判断される場合には、適宜見直し・検討を

行います。 

部局 所  属 

総務部 
職員課 

広報課 

財務部 納税課 

市民部 

市民生活課 

防犯・青少年課 

人権男女共同参画課 

保険年金課 

福祉部 

社会福祉課 

長寿社会課 

こども家庭課 

こども救援センター 

保健医療部 
保健医療総務課 

健康課 

商工観光部 産業政策課 

高崎市等広域消防局 救急課 

教育部 
学校教育課 

社会教育課 

事務局 障害福祉課 

 

なお、高崎市における自殺対策の主たる所管部署は、次の点から福祉部障害福祉課

としています。 

・従前より「こころの健康」に関する事業を推進する部署であること。 

・自殺に気持ちが傾いた人の多くが、うつ状態に陥るとされ、自殺願望のある人や自

殺未遂者等の相談先として既に機能していること。 

・福祉部門の中に位置付けられており、重点施策対象である生活困窮者をはじめ、こ

ども・若者・高齢者を所管する部署と連携が図りやすいこと。 
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Ⅵ-２ 高崎地域自殺対策ネットワーク会議 

高崎地域自殺対策ネットワーク会議は、自殺対策基本法の理念に基づき、行政や関

係機関、団体が相互に連携し、情報交換、情報の共有化を図り総合的かつ効果的な自

殺対策を推進することを目的として、平成２４年度に設置し、概ね年１回開催してい

ます。 

【構成メンバー】 

医療・法律・労働・教育・学識・警察・保健福祉の７分野２１団体から構成されて

います。 

分野 所  属 

医療 

高崎市医師会 

高崎市薬剤師会 

高崎総合医療センター 

法律 

群馬弁護士会 

群馬司法書士会 

日本司法支援センター群馬地方事務所 

労働 

高崎労働基準監督署 

高崎商工会議所 

高崎公共職業安定所 

群馬県社会保険労務士会 

教育 

高崎市立小・中学校長会 

高崎市養護教諭会 

高崎市ＰＴＡ連合会 

学識 高崎健康福祉大学 

警察 
高崎警察署 

高崎北警察署 

保健福祉 

高崎市区長会 

高崎市民生委員児童委員協議会 

高崎市社会福祉協議会 

群馬いのちの電話 

西部児童相談所 
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Ⅶ 参考資料                           

Ⅶ－１ 自殺対策基本法 (法律第８５号・平成１８年６月２１日) 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移し

ている状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、こ

れに対処していくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基

本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策

の基本となる事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防

止を図り、あわせて自殺者の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生き

がいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

 (基本理念) 

第２条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない

個人として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮

らすことができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを

支えかつ促進するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨と

して、実施されなければならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その

背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなけ

ればならない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏

まえ、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるように

しなければならない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又

は自殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施

されなければならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携

が図られ、総合的に実施されなければならない。 

 

 (国及び地方公共団体の責務) 

第３条 国は、前条の基本理念(次項において「基本理念」という。)にのっとり、自

殺対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当

該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言そ
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の他の援助を行うものとする。 

 

 (事業主の責務) 

第４条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、そ

の雇用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

 

 (国民の責務) 

第５条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解

と関心を深めるよう努めるものとする。 

  

(国民の理解の増進) 

第６条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する

国民の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

 (自殺予防週間及び自殺対策強化月間) 

第７条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自

殺対策の総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

２ 自殺予防週間は９月１０日から９月１６日までとし、自殺対策強化月間は３月と

する。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するもの

とし、それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開

するものとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業そ

の他それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

 

 (関係者の連携協力) 

第８条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校(学校教育法(昭和２２年法律第

２６号)第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。

第１７条第１項及び第３項において同じ。)、自殺対策に係る活動を行う民間の団

体その他の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携を図

りながら協力するものとする。 

 

 (名誉及び生活の平穏への配慮) 

第９条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親

族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害すること

のないようにしなければならない。 

 



41 
 

(法制上の措置等) 

第１０条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。 

 

 (年次報告) 

第１１条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に

関する報告書を提出しなければならない。 

 

第２章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等 

 (自殺総合対策大綱) 

第１２条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自

殺対策の大綱(次条及び第２３条第２項第１号において「自殺総合対策大綱」とい

う。)を定めなければならない。 

 

 (都道府県自殺対策計画等) 

第１３条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県

の区域内における自殺対策についての計画(次項及び次条において「都道府県自殺

対策計画」という。)を定めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案

して、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画(次条において「市町

村自殺対策計画」という。)を定めるものとする。 

 

 (都道府県及び市町村に対する交付金の交付) 

第１４条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域

の状況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実

施する都道府県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、

推進される自殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるところ

により、予算の範囲内で、交付金を交付することができる。 

 

 

第３章 基本的施策 

 (調査研究等の推進及び体制の整備) 

第１５条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、

自殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自

殺対策の在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査

研究及び検証並びにその成果の活用を推進するとともに、自殺対策について、先進

的な取組に関する情報その他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制
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の整備を行うものとする。 

  

(人材の確保等) 

第１６条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図り

ながら、自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるも

のとする。 

 

 (心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等) 

第１７条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保

持に係る教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対

する国民の心の健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるもの

とする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずる

に当たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならな

い。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者と

の連携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのな

い個人として共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵かん養等

に資する教育又は啓発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処

の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒

等の心の健康の保持に係る教育又は啓発を行うよう努めるものとする。 

 

 (医療提供体制の整備) 

第１８条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自

殺のおそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患

を有する者が精神保健に関して学識経験を有する医師(以下この条において「精神

科医」という。)の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供さ

れる体制の整備、身体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当該診

療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医と

の適切な連携の確保、精神科医とその地域において自殺対策に係る活動を行うその

他の心理、保健福祉等に関する専門家、民間の団体等の関係者との円滑な連携の確

保等必要な施策を講ずるものとする。 

 

(自殺発生回避のための体制の整備等) 

第１９条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談

その他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必

要な施策を講ずるものとする。 
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 (自殺未遂者等の支援) 

第２０条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自

殺未遂者等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

 

 (自殺者の親族等の支援) 

第２１条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族

等に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行う

ために必要な施策を講ずるものとする。 

 

 (民間団体の活動の支援) 

第２２条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の

支援等に関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講

ずるものとする。 

 

第４章 自殺総合対策会議等 

 (設置及び所掌事務) 

第２３条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議(以下「会議」とい

う。)を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び

自殺対策の実施を推進すること。 

 (会議の組織等) 

第２４条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、

内閣総理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定

める。 

 

 (必要な組織の整備) 

第２５条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な

組織の整備を図るものとする。 
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附 則 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。 

(平成１８年政令第３４３号で平成１８年１０月２８日から施行) 

附 則 (平成２７年９月１１日法律第６６号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この法律は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第７条の規定 公布の日 

(自殺対策基本法の一部改正に伴う経過措置) 

第６条 この法律の施行の際現に第２７条の規定による改正前の自殺対策基本法第

２０条第１項の規定により置かれている自殺総合対策会議は、第２７条の規定に 

 よる改正後の自殺対策基本法第２０条第１項の規定により置かれる自殺総合対策

会議となり、同一性をもって存続するものとする。 

(政令への委任) 

第７条 附則第２条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な

経過措置は、政令で定める。 

附 則 (平成２８年３月３０日法律第１１号) 抄 

(施行期日) 

１ この法律は、平成２８年４月１日から施行する。 
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Ⅶ－２ 自殺総合対策大綱（概要版） 
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